



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  　 　そのためには、労働条件の改善が第一義的に重要
な問題となってきます。




































































  　 第３条（目的）



































John M. Nelson （GHQ/CI&E成人教育担当官）の博士論
文を共同で翻訳した『占領期日本の社会教育改革』（大
空社、1990年）と合わせ、共同研究の成果として、小
川・新海編著『GHQの社会教育政策─成立と展開─』
（大空社、1990年）を出版した。
13） その研究成果は、「社会教育研究室報」や「社会教育
文献研究」として、院生集団の編集により毎年発行した。
14） たとえば、糸賀一雄『この子らを世の光に─自伝・近
江学園二十年の願い─』柏樹社、1965年など。
15） 1932年に文部省は「児童生徒ニ対スル校外生活指導ニ
関スル件」という訓令を発し、学校教育以外の場におよ
ぶ指導すなわち統制に乗り出すが、その内容に関連、も
しくは、対抗して、日本で最初に「校外教育」という概
念を理論的に提起したのは、松永健哉『校外教育十講』
（第一書房、1937年）である。この本は、1987年に、児
童問題史研究会監修『現代日本児童問題文献選集20』と
して、日本図書センターから復刻版が出版され、小川利
夫が解題を執筆している。そのことに関わってかどうか
は定かでないが、私は小川に同行して当時健在であった
松永に面談する機会を与えられ、現代日本における「校
外教育」の意義について傾聴することができた。また、
それを契機に、1988年には、松永監修による『校外教育
基本文献集』（全７巻および別冊、大空社）の編纂に、
清水康幸、竹内敏、畑潤らとともに関わり、別冊「校外
教育基本文献集　解説」で、第１巻「『生きる悲哀』（椎
名龍徳著）の教師像」の解説を担当した。
 　なお、「学校外教育」の用語・概念は、戦後、日本社
会教育学会年報「日本の社会教育」第22集として発行
された、酒匂一雄編『地域の子どもと学校外教育』（東
洋館出版社、1978年10月）で提起されており、その後、
その執筆者のひとりであった田中治彦により『学校外教
育論』（学陽書房、1988年）が発行されている。
16） 名古屋大学の院生時代には、社会教育研究室というこ
ともあり、地域におけるさまざまな実践活動（全国の青
年団や公民館など）や学習会活動（PTAや地域サーク
ルなど）、その他さまざまな研究会活動に関わったが、
そのひとつに、日本福祉大学などを会場に毎月第三火曜
日に開催された「火三会」という研究会があった。元家
庭裁判所調査官で後に日本福祉大学学長、日本司法福祉
学会会長となる加藤幸雄や、当時保護観察官であった加
藤暢夫などはその常連であり、非行問題は主要な検討課
題であった。
